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電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 業務概要 

（１）件名 

   電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託 

（２）事業の背景と内容 

   世田谷区児童相談所における相談業務について、区民や関係機関等からの聞き取り

等を電話で行うことが多く、聞き取り後の記録作成が職員の大きな負担となっている。 

   区民等の対応が多様化・複雑化する中、児童相談所の対応力向上がより一層求めら

れており、電話による相談等を既存システム等に記録し共有するとともに、次の対応

を素早く行い、業務効率化や住民福祉の増進を図ることが求められている。 

   これらの課題に対応するため、児童相談所に配置される電話機を用いた通話内容を

リアルタイムに文字起こし可能な電話対応支援システムの導入を通じて、文字起こし

結果を既存の業務システムへ転記することにより相談記録の作成等定型業務に充てて

いた時間を削減する。また、通話内容を上席職員がリアルタイムで確認し必要に応じ

て指示や助言を与えることで、職員の電話対応力の更なる向上を図る。 

   以上のように電話対応支援システムの活用を通じて、相談者との面談や調査、個々

の家庭環境に応じた適切なアセスメントの実施等、児童相談所の機能を一層発揮させ

るための取組みに注力していく。 

（３）履行場所 

   世田谷区児童相談所、世田谷区事務センター、受託者の事業所及び受託者の準備す

る国内のデータセンター 

（４）事業期間 

  ①構築（電話対応支援システム構築業務委託契約の契約期間をいう。） 

   契約日（令和７年４月上旬を予定）から令和７年９月３０日まで（予定） 

  ②運用保守（電話対応支援システム運用保守業務委託契約の契約期間をいう。） 

   令和７年１０月１日から令和１０年９月３０日まで（予定） 

   ※「世田谷区長期継続契約を締結することができる契約を定める条例」及び施行規

則に基づく長期継続契約とする予定である。 

（５）提案上限金額（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 

  ①構築に係る費用 

   ２０，５８７千円（構築作業、ライセンス取得費用、録音機器費用等一式） 

  ②運用保守に係る費用 

   ７，５６０千円（１，８９０千円（年額上限）×４か年） 
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   なお、各年度の上限額は以下のとおりとする。 

   令和７年度 ：２２，４７７千円（①＋②（年額上限）） 

   令和８年度 ： １，８９０千円（②（年額上限）のみ） 

   令和９年度 ： １，８９０千円（②（年額上限）のみ） 

   令和１０年度： １，８９０千円（②（年額上限）のみ） 

   ※令和７年度については、①②それぞれの上限額を超えないこと。 

   ※令和８年度以降については、各年度について、②の年額上限額を超えないこと。 

   ※①の事業内容が良好と認められる場合は、予算の配当を条件とし、②についても

新たな契約を結ぶことを認める。 

   ※区は、契約期間中であっても、この契約を締結した翌年度以降において、この契

約にかかる歳出予算の減額または削減があった場合、この契約を変更または解除

することができる。 

   ※令和７年度は世田谷区公契約条例の定める労働報酬下限額の対象となる。労働報

酬下限額の詳細は別紙１「世田谷区公契約条例チラシ」を確認し、見積額を算出

すること。 

 

２ 公募型プロポーザル方式を採用する理由 

  児童相談所における電話対応時の音声に関して、リアルタイムに文字起こしを可能と

する電話対応支援システムの導入及び同システムの運用保守業務委託を適切に履行する

ためには、単にパッケージを導入するだけでなく、システム稼働に向けてネットワーク

構成、変換機能の調整等区の実情に応じたシステム構築が必要となる。更に、国や他の

地方公共団体等への導入実績など運用の安定性や操作性等システムとして実現する能力

を確認することで、本事業の達成度に差が生じることが予見される。 

  そのため、事業者選定にあたっては、優れた提案を広く募り、企画提案能力、機能要

件、費用対効果等を比較審査の上、最優秀のものを選定することのできる公募型プロポ

ーザル方式を採用する。 

 

３ 参加資格要件 

  提案書提出時において、次の要件を全て満たす法人であること。 

（１）世田谷区の競争入札参加資格者名簿に登録されていること。 

（２）地方自治法施行令第１６７条の４第 1項の規定に該当する者でないこと。 

（３）世田谷区から入札参加禁止又は指名停止の措置を受けている期間中でないこと。 

（４）都道府県民税・市町村民税に滞納がないこと。 

（５）暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条

第６号に規定する暴力団員が経営していない者又は事実上経営に参加していないこと。 

（６）提案事業者自身、または提案事業者に所属する事業所が、一般財団法人日本情報経

済社会推進協会が認証する｢プライバシーマーク｣または国際規格ＩＳＯ／ＩＥＣ２７

００１の評価基準である「情報セキュリティマネジメントシステム（ＩＳＭＳ）適合

性評価制度」の認証のいずれかを取得していること（取得申請中を含む）。 

https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/01_koukeiyakujoureitirasi.pdf
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（７）電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託事業者選定委員会の委員が主宰、

役員、顧問及び所属をしている団体でないこと。 

 

４ 手続等 

（１）担当部課 

   世田谷区子ども・若者部児童相談支援課児童相談支援担当 

   〒１５６－００４３ 東京都世田谷区松原６－３－５ 梅丘分庁舎２階 

   担 当：山口（純）、鈴木、山口（皓） 

   電 話：０３－６３０４－７７４５ 

   メ ー ル：sea03648@mb.city.setagaya.tokyo.jp 

（２）説明書等の交付期間、場所及び方法 

  ①期 間：令和７年１月１０日（金）～同２４日（金） 

  ②場 所：本条第１項「担当部課」窓口又は区ホームページ 

  ③受付時間：担当課窓口受け取りの場合には、午前８時３０分から午後５時まで（土

曜日、日曜日、祝日を除く） 

        なお、令和７年１月２４日（金）は午後４時までとする。 

（３）質問受付 

   本件プロポーザルに係る質問がある事業者は、様式３「質問票」により連絡するこ

と。 

  ①提出期限：令和７年１月２４日（金）午後４時まで 

  ②提 出 先：本条第１項「担当部課」 

  ③提出方法：電子メールによる（郵送不可） 

        ※件名冒頭に「【電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託】」

と明記の上、メール送付後、本条第１項「担当部課」に記載の電話番

号へ必ず連絡すること。 

  ④回 答：令和７年１月２９日（水）正午に区ホームページにて回答を公表する。 

        なお、寄せられた質問及び回答については、公平を期するため、内容を

とりまとめた形式にて公表する。 

（４）参加表明書等の提出期限、提出先及び方法 

   本件プロポーザルへの参加を希望する事業者は、「３ 参加資格要件」を確認の上、

様式１「参加表明書」に必要事項を記入して代表印を押印したものを、その他提出書

類一式と併せて電子メールにて提出すること。 

  ①提出期限：令和７年１月２４日（金）午後４時まで 

  ②提 出 先：本条第１項「担当部課」 

  ③提出方法：電子メールによる（郵送不可） 

        ※件名冒頭に「【電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託】」

と明記の上、メール送付後、本条第１項「担当部課」に記載の電話番

号へ必ず連絡すること。 

  

mailto:sea03648@mb.city.setagaya.tokyo.jp
https://www.city.setagaya.lg.jp/03648/22014.html
https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/05_situmonhyou.docx
https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/03_sankahyoumeisyo.docx


 4 / 7 

【提出書類】 

・様式１「参加表明書」 

・都道府県民税・市町村民税に滞納がないことを証明する書類 

・一般財団法人日本情報経済社会推進協会が認証する｢プライバシーマーク｣または

国際規格ＩＳＯ／ＩＥＣ２７００１の評価基準である「情報セキュリティマネジ

メントシステム（ＩＳＭＳ）適合性評価制度」の認証を受けているものがわかる

資料。またはそれに準ずる管理体制を行っていることがわかる資料（申請中の場

合にはそれが分かる資料）。 

・法人の概要が分かる資料（会社パンフレットなど） 

 ※電子メールで提出する場合、各提出書類をＰＤＦファイル（スキャンデータ等）

にて送付すること。 

（５）参加辞退届の提出期限、提出先及び方法 

   参加表明書等の提出後に、何らかの事情により辞退する場合は、様式２「参加辞退

届」を速やかに提出すること。 

  ①提 出 先：本条第１項「担当部課」 

  ②提出方法：電子メールによる（郵送不可） 

        ※件名冒頭に「【電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託】」

と明記の上、メール送付後、本条第１項「担当部課」に記載の電話番

号へ必ず連絡すること。 

（６）招請通知（参加資格決定通知） 

   令和７年１月２９日（水）に様式１「参加表明書」に記載の電子メールアドレスあ

てにメールで通知する。 

（７）提案書等の提出方法 

  ①提出書類：（ア）提案書（正本データ及び副本データ） 

        ※副本データには、会社名がわからないように事業者名や所在地、事業

者名を用いた商品名等を削除するか黒塗りして隠すこと。 

        （イ）見積書（原本データ） 

        ※「１ 業務概要」第５項「提案上限金額」で示す①②の見積書をそれ

ぞれ添付し、各経費の内訳が分かるよう詳細な見積書を作成すること。

また、金額の算出にあたっては、契約履行期間の総額を記載するとと

もに、システム導入、運用保守等の経費を分けて記載すること。（年

度別に見積書を分けて作成することは差し支えない）。 

  ②提出期限：令和７年２月２７日（木）午後５時【厳守】 

  ③提 出 先：本条第１項「担当部課」 

  ④提出方法：電子メールによる（郵送不可） 

        ※提案書（正本データ、副本データ別）及び見積書の電子データは別フ

ァイルにて提出すること。 

  ⑤提案内容：「電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託事業者選定説明書」

のとおり 

 

https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/03_sankahyoumeisyo.docx
https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/03_sankahyoumeisyo.docx
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５ 審査及び審査結果の通知 

（１）審査 

   「電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託事業者選定委員会設置要綱」

により設置された選定委員会にて審査する。 

 ①選定委員の構成 

役職 氏名 所属 

委員長 河島 貴子 児童相談所長 

委員 石山 智子 子ども・若者部児童相談支援課長 

委員 齊藤 真徳 ＤＸ推進担当部ＤＸ推進担当課長 

  ②審査方法 

   「電話対応支援システムの導入及び運用保守業務委託提案書評価基準表」に基づき、

提案書、見積額、プレゼンテーション内容を総合的に評価し、その結果、最も優れた

事業者を契約候補者として選定する。 

 

（２）評価項目及び審査基準 

  ①提案等に関する評価 

番号 評価項目 審査基準 評価点 重要

係数 

最高得

点 

１ 基本的な考え方  本事業の趣旨を十分に理解しており、仕

様書に沿った実施方針が設定されている

か。 

５～１ ２ １０ 

２ システムの概要  電話機の形態によらずシステム利用が

可能か。 

５～１ ３ １５ 

３ システムの構築  仮想サーバへのシステム構築が可能か。 ５～１ ３ １５ 

４ 機能要件  システムによりテキスト化された文章

について、読んでその内容を理解できる

か。 

５～１ ２ １０ 

 区が別途蓄積してきた変換エンジンの

適用が可能か。 

５～１ ２ １０ 

５ 導入支援  導入評価項目の設定と導入評価の測定

方法について、十分なものとなっている

か。 

５～１ ２ １０ 

６ 運用保守  運用保守窓口体制、運用時間、問合せ方

法等が詳細に記述されているか。 

５～１ ２ １０ 

７ 利用拡充  年度切り替わり時における拡充対応に

ついて詳細に記述されているか。 

５～１ ２ １０ 

８ 所要経費  経費の算定根拠が明確に示されるとと

もに、提案内容の経費が妥当であるか。 

５～１ ２ １０ 

 合計 １００ 
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  ②見積書（様式事由） 

   前項表中に掲げる「８ 所要経費」の妥当性を確認する。 

（３）審査結果の通知 

   選定結果は、令和７年３月中旬（予定）に文書にて通知する。 

 

６ 事業者選定及び主な選定スケジュール 

時期 内容 

令和７年 １月１０日（金） ・公募開始 

・質問受付開始 

令和７年 １月２４日（金） ・参加表明書提出期限 

・質問受付期限 

令和７年 １月２９日（水） ・招請通知 

・質問回答期限 

令和７年 ２月２７日（木） ・提案書提出期限 

令和７年 ３月中旬 ・選定委員会（プレゼンテーション） 

令和７年 ３月中旬 ・選定結果通知（契約候補事業者決定） 

令和７年 ４月上旬 ・契約締結 

 

７ その他 

（１）提案書が特定された事業者を、本件業務委託契約の随意契約の相手方となるべき候

補者とする。 

（２）特定結果の通知以降、速やかに区と事業者で打合せを行い、契約締結に向けた調整

（詳細な仕様、金額等）を行う。 

（３）詳細な仕様、契約金額、候補者のシステムが提案どおり稼動できることの判断等に

ついて、候補者と区の間での調整完了後、受託事業者として、契約を締結する。 

（４）契約保証金          免除 

（５）契約書作成の要否        要 

（６）当該業務に直接関連する他の業務の委託契約を当該業務の委託契約の相手方と随意

契約により締結する予定の有無   無 

（７）手続において使用する言語及び通貨は、日本語及び日本国通貨に限る。 

（８）区は、この案件に参加を表明した者及び提案書を提出した者の商号・名称並びに提

案書を特定した理由（審査経過等）を公表することができる。 

（９）提案に係る一切の費用については、全て提案者の負担とする。 

（10）提出期限以後の参加表明書及び提案書の差替え又は再提出は認めない。 

（11）提案者から提出された書類は返却しない。また、審査に必要な範囲で複製すること

がある。 
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（12）参加表明書や提案書等提出書類に虚偽の記載をした場合は、失格とする。 

（13）本件プロポーザルは事業者の選定のみを目的としており、提案書の内容に区は拘束

されない。 

（14）区は、提案書を選定の目的以外で無断使用しないものとする。 

（15）本件に関して区から受領した資料等は、区の許可なく公表、転載及び引用すること

はできない。 

（16）提案書の提出後に「３ 参加資格要件」の要件に該当しないこととなった者は、提

案書審査及び契約交渉の対象としない。 

（17）電算処理の業務については別紙２「電算処理の業務委託契約の特記事項」を遵守す

ること。 

https://setagaya-web.cms8341.jp/cms8341/documents/22014/02_tokkijikou.pdf

